




④放課後児童対策等を推進するため、放課後児童クラブの整備や運営への支援を行うとともに、放課

後児童支援員認定資格研修や子育て支援員研修を実施しています。引き続き、放課後児童クラブの

整備や運営への支援を行い、待機児童の解消に努めるとともに、放課後児童支援員の研修等を実施

し、質の向上や人材確保に努める必要があります。 

⑤「三重県子どもの貧困対策推進会議」（以下「推進会議」という。）の一環として、行政や子どもの

貧困対策に取り組む団体等を対象に講演会や意見交換などを行いました。今後も推進会議の活動を

通じて、子どもの貧困対策に関わるさまざまな団体の顔の見える関係づくりや連携強化を支援する

必要があります。また、子ども食堂の実態調査の結果をふまえ、多くの団体が活動に参画できるよ

う、食の支援に携わる団体等の協力を得てハンドブックを作成するなど、運営等のノウハウを提供

するとともに、子ども食堂のネットワーク構築を支援しています。子ども食堂を拡充するために、

食材の調達やボランティアの確保などさまざまな課題に対して取り組む団体を支援する必要があ

ります。 

⑥三重県母子・父子福祉センターを中心に、ひとり親家庭の親の就業支援を行うとともに、ひとり親

家庭が安心して子育てをしながら生活できる環境を整備するため、日常生活支援を行う市町への補

助（９市町）を行っています。ひとり親家庭の自立を促進するため、三重県母子・父子福祉センタ

ーの周知を行うとともに、他団体とも連携し、就業支援や相談対応の充実等を図る必要があります。 

 ⑦ひとり親家庭の子どもの学習支援を実施する市町へ補助（７市）するとともに、生活困窮家庭（生

活保護受給世帯を含む。）の子どもの学習支援（25 市町）を行っています。ひとり親家庭や生活困

窮家庭（生活保護受給世帯を含む。）の子どもの学習支援を利用できる市町が増えるよう働きかけ

る必要があります。 

⑧私立学校に通う子どもたちが安心して学べるよう、授業料減免を行った学校法人に対する助成や給

付金の支給等により、保護者等の経済的負担の軽減を行う必要があります。 

⑨高等学校教育に係る経済的負担の軽減を図るため、就学支援金および奨学給付金の支給ならびに修

学奨学金の貸与等を行っています。引き続き、これら制度のきめ細かな周知を行っていく必要があ

ります。 

⑩県立子ども心身発達医療センターを平成 29 年６月に開設し、併設する県立かがやき特別支援学校

（分校）と連携しながら、専門性の高い医療、福祉サービスの提供を行っています。外来初診待機

等の改善に向けて、地域の医療・福祉機関等との連携を深め、地域における支援体制を強化してい

く必要があります。 

 ⑪途切れのない発達支援体制の構築に向けて、市町の総合支援窓口との連携強化や専門的な人材育成

を行うとともに、「ＣＬＭと個別の指導計画」の幼稚園・認定こども園・保育所への導入に取り組

んでいます。支援の必要な児童を就学前に早期発見・支援するため、さらに導入を促進する必要が

あります。 

⑫乳幼児から小学生の子を持つ保護者などに対し、子育ての不安感や負担感を軽減するため、市町、

三重県ＰＴＡ連合会、県教育委員会と連携し、保護者同士が子育ての悩みや意見交換を行うワーク

ショップやその進行役の養成講座の開催、啓発活動を進めています。さらに多くの保護者にこの取

組が浸透し、子育ての不安感や負担感を軽減するために、取組を継続する必要があります。また、

子育てへの父親の参画が少ない実態があり、第２子の壁を乗り越えられるかは第１子の子育てへの

男性の関与が大きく影響していることから、企業や団体等と連携して父親を対象にした取組を行う

必要があります。 

 

 





②待機児童の解消に向けて、保育所等の整備や低年齢児保育充実のための保育士加配に取り組む市町

に対して支援を行います。また、潜在保育士の現場復帰支援や新任保育士の就業継続支援、保育士

修学資金貸付等を行い、市町や高等学校と連携して保育士確保に向けた取組を進めます。さらに、

平成 30 年度に実施した潜在保育士を対象とした就労等意識調査の結果を受けて、就労意欲のある潜

在保育士等の就労促進につながる取組や、現在働いている保育士の離職防止を図る取組を進めます。

あわせて、保育士等の処遇改善を推進するため、要件となっているキャリアアップ研修を実施しま

す。 

家庭環境に対する配慮が必要とされる児童が多数入所している保育所に対し、児童の処遇の向上を

図る市町を支援するとともに、専門性の向上に向けた研修を実施するなど、質の高い教育・保育の

取組を支援します。 

③病児・病後児保育の充実に向けて、医療機関や保育所等での施設整備を支援するとともに、病児・

病後児保育が実施可能となる、または、近隣市町の協力を得て広域利用が可能となるよう支援を行

います。また、多くの子育て家庭や関係団体の参加が見込まれるイベントなどの機会をとらえて、

県内の病児・病後児保育施設を紹介し、事業の促進を図ります。 

④放課後児童クラブおよび放課後子ども教室の設置・運営を支援するとともに、引き続き放課後児童

支援員等の研修を実施し、人材の確保と資質向上に努めます。 

⑤推進会議の意見等をふまえ、「三重県子どもの貧困対策計画」の次期計画（2020～2024 年度）を策

定するとともに、引き続き推進会議等を活用し、子どもの貧困対策に取り組む関係団体間の顔の見

える関係づくりや連携強化を進めます。また、子ども食堂に携わる団体と連携し、子ども食堂の充

実に向けた取組を進めます。 

⑥「三重県ひとり親家庭等自立促進計画」が最終年度を迎えることから、同計画に基づく取組や実績

等をふまえながら、次期計画（2020～2024 年度）を策定するとともに、ひとり親家庭の自立を促進

するため、三重県母子・父子福祉センターと連携し、就業相談や職業紹介、資格・技術取得の支援

等を行います。また、日常生活支援を行う市町への支援を行います。 

⑦ひとり親家庭の子どもの学習支援を行う市町を支援するとともに、生活困窮家庭（生活保護受給世

帯を含む。）の子どもの学習支援を行います。また、ひとり親家庭や生活困窮家庭（生活保護受給

世帯を含む。）の学習支援を利用できる市町が増えるよう働きかけます。 

⑧県立子ども心身発達医療センターを子どもの発達支援の拠点として、引き続き、専門性の高い医療、

福祉サービスを提供します。また、地域における支援体制の構築に向けて、市町における専門人材

の育成支援の充実に取り組むなど、地域の関係機関との連携強化を進めます。 

⑨途切れのない発達支援体制の構築に向けて、「ＣＬＭと個別の指導計画」の改良に取り組むととも

に、研修や普及啓発事業等を実施し、幼稚園・認定こども園・保育所への導入をさらに促進します。 

⑩乳幼児から小学生の子を持つ保護者等を対象に、引き続き、市町、三重県ＰＴＡ連合会、県教育委

員会と連携して、保護者同士が子育てについて悩みや意見交換を行うワークショップを開催すると

ともに、取組を広げるための進行役の養成を進めます。また、企業や団体等と連携し、父親等を対

象に子どもの生活習慣や自主性について考える場等へ講師を引き続き派遣します。 

⑪自然体験を通じて子どもの「生き抜いていく力」を育む野外体験保育の普及を進めるため、引き続

き主体的に取り組もうとする幼稚園や保育所等へのアドバイザーの派遣や事例研究会等の開催と

ともに、野外体験保育を推進する核となる人材の育成を進めます。 

⑫「みえ家庭教育応援プラン」に基づき、家庭教育の充実に向けて、引き続き家庭教育に関する理解

や家庭で取り組むコンテンツ等の普及・啓発を行うとともに、モデル的に取り組む市町を支援し、

県内への普及を進めます。 





③地域子ども・子育て支援事業 

【基本事業名：23301 保育・放課後児童対策などの子育て家庭の支援】 

予算額：(30) ５２７，７３５千円 → (31) ５３６，６７７千円 

事業概要：全ての子育て家庭および子どもを対象として、病児・病後児保育事業や地域子育て支援

拠点事業など、地域の実情に応じたさまざまな子ども・子育て支援の取組を実施する市

町を支援します。 

 

④放課後児童対策事業費補助金 

【基本事業名：23301 保育・放課後児童対策などの子育て家庭の支援】 

予算額：(30) ８９５，８４８千円 → (31) １，００８，７４７千円 

事業概要：保護者が昼間家庭にいない小学生の健全な育成を図り、適切な遊びや生活の場を確保す

るため、放課後児童クラブの設置や運営支援を行います。 

 

⑤放課後子ども教室推進事業【基本事業名：23301 保育・放課後児童対策などの子育て家庭の支援】 

予算額：(30) ４５，２６７千円 → (31) ４３，４７５千円 

事業概要：放課後等における子どもたちの安全で健やかな居場所づくりの推進を図るため、放課後

子ども教室の運営支援を行います。 

 

⑥子どもの貧困対策推進事業【基本事業名：23302 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(30) ７３９千円 → (31) ２６７千円 

事業概要：子どもの貧困対策の推進を図るため、推進会議を開催し、県、市町、関係団体等の連携

強化を進めます。 

 

⑦ひとり親家庭自立支援事業【基本事業名：23302 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(30) ３６，０８８千円 → (31) ４０，９７６千円 

事業概要：ひとり親家庭の母または父が、安定した雇用と収入を確保できるよう、高等職業訓練促

進給付金の支給等の就業支援を行うとともに、安心して子育てができるよう、家庭生活

支援員の派遣による日常生活支援やひとり親家庭の子どもの学習支援など必要な支援

を行います。 

 

⑧生活困窮家庭の子どもの学習支援事業【基本事業名：23302 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(30) ７，７８０千円 → (31) ６，３１９千円 

事業概要：貧困の連鎖の防止を図るため、生活困窮家庭（生活保護受給世帯を含む。）の中学生お

よび高校生世代を対象に、将来の自立に向けた学習支援、進路相談、生活相談および親

への養育支援等を実施します。 

 

⑨医療支援事業【基本事業名：23303 発達支援が必要な子どもへの支援】 

予算額：(30) ２２，１３７千円 → (31) ２１，８１４千円 

事業概要：途切れのない発達支援体制の構築に向けて、「ＣＬＭと個別の指導計画」の幼稚園・認

定こども園・保育所への導入を促進するとともに、医療従事者等を対象とした研修会を

開催するなど、地域の関係機関によるネットワークづくりを進めます。 

 

 

 



⑩（新）発達障がい児への支援事業【基本事業名：23303 発達支援が必要な子どもへの支援】 

 予算額：(30)  － 千円 → (31) ６，６３５千円 

事業概要：発達障がい児の支援の充実に向けて、民間企業との技術交流、共同研究等を行い、「Ｃ

ＬＭと個別の指導計画」の改良や、市町における専門人材の育成支援の強化に取り組み

ます。 

 

⑪親の学び応援事業【基本事業名：23304 家庭・幼児教育の充実】 

 予算額：(30) ９，３３３千円 → (31) ７，６０３千円 

事業概要：「みえ家庭教育応援プラン」に基づき、家庭教育の充実に向けた気運醸成や市町と連携

した取組を進めるとともに、乳幼児から学齢期の子を持つ親同士の交流の機会や父親等

を対象にした子育てを考える場を市町や企業と連携して提供します。また、幼稚園や保

育所等に野外体験保育を普及するとともに、野外体験保育の実践を指導できる人材を育

成するほか、「ありがとうの一行詩コンクール」を実施します。 

 

⑫私立幼稚園等振興等補助金【基本事業名：23304 家庭・幼児教育の充実】 

予算額：(30) １，３７１，３２６千円 → (31) １，１２６，１１９千円 

事業概要：私立幼稚園や認定こども園を設置・経営する学校法人に対して、経常費の一部を助成す

ることにより、幼児教育の水準の維持向上、園児の就園上の経済的負担の軽減および幼

稚園等の経営基盤の安定化を図ります。また、幼稚園教諭の処遇改善に取り組む学校法

人に対して、経費の一部を助成します。 

 

⑬（一部新）保育専門研修事業【基本事業名：23304 家庭・幼児教育の充実】 

予算額：(30) １１，２６６千円 → (31) １０，７００千円 

事業概要：多様化・高度化する保育ニーズ等に対応するため、新規採用保育士や子育て支援員（地

域保育コース・放課後児童コース）、放課後児童支援員の認定資格研修や資質向上研修、

保育現場で求められる専門性の向上に向けた研修等を行います。 

 

⑭保育士等キャリアアップ研修事業【基本事業名：23304 家庭・幼児教育の充実】 

予算額：(30) １６，４３８千円 → (31) １５，９８０千円  

事業概要：保育士等の処遇改善を進め、保育現場におけるリーダー的職員の育成や保育士等の専門

性の向上を図るため、職務内容に応じた研修を実施します。 

 

⑮認定こども園等整備事業【基本事業名：23304 家庭・幼児教育の充実】 

 予算額：(30) ４６５，８７５千円 → (31) ５７，６９７千円  

事業概要：認定こども園の施設整備を行うとともに、認定こども園等における教育の質向上を図る

ための研修を実施します。また、園務改善のためのＩＣＴ化に要する経費等への支援を

行うなど、質の高い環境で子どもを安心して育てることができる体制の整備を図ります。 

 

 

⑯私立高等学校等就学支援金交付事業【基本事業名：23302 子どもの貧困対策の推進】 

  予算額：(30) １，７８３，１５７千円 → (31) １，７０５，６５１千円 

事業概要：私立学校に通う子どもたちが安心して学べるよう、保護者等の経済的負担の軽減を行う

ため、助成を行います。 

 

環境生活部 



 

⑰高等学校等進学支援事業【基本事業名：23302 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(30) ３１２，４３４千円 → (31) ２６７，３００千円 

事業概要：高等学校・高等専門学校の生徒に対する修学奨学金の貸与等により、経済的な理由で修

学が困難な生徒を支援します。 

 

⑱高校生等教育費負担軽減事業【基本事業名：23302 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(30) ３，９９３，０２２千円 → (31) ３，９５８，４８５千円 

事業概要：就学支援金や奨学給付金等を支給し、高等学校等における保護者等の教育費負担の軽減

を図ります。 

 

⑲（一部新）就学前教育の質向上事業【基本事業名：23304 家庭・幼児教育の充実】 

予算額：(30) ９１９千円 → (31) １，８５３千円 

事業概要：就学前教育の専門家を市町に派遣し、効果的な指導方法や保幼小の円滑な接続について

研修会や公開保育等で指導・助言を行うことを通じて、各市町における就学前教育の質

向上の取組を支援します。 

 

 

教育委員会 


